


給２８説明

出産するとき　
…　直接支払制度を利用し、５０万円（または４８.８万円）未満

の差額や付加金があるとき

＊この依頼は、医療機関等の出産に係る請求額が直接支払額未満（５０万円未満または４８.８万円未満）

　となっている場合に、請求額として記載されている額を医療機関等へ健保組合が直接支払い、その

　請求額との差額は被保険者からの請求（依頼）によって受け取る場合となります。

　
１．申請書類

　（１）「出産育児一時金・同付加金内払金支払依頼書」（給28）

　（２）出産に要した費用の領収・明細書（写し）
　　①領収・明細書には、『専用請求書（後日、ジェイティ健保に医療機関等が請求する専用用紙）の
　　 　内容と相違ない旨』が記載されていること

　　②産科医療補償制度の加算対象出産である場合は、出産費用の領収・明細書に
　 　　所定の証明スタンプが押印されていること

の2点を確認し、健保組合に提出してください。

２．提出時の注意

　（１）海外の医療機関で分娩する場合は、内払金支払依頼書（直接支払制度）が利用できませんので、
　　 　従来どおり一括での請求書（書式：給８）を使用してください。

　（２）出産費資金貸付制度を利用する場合は、受取代理用請求が利用できません。

　（３）被扶養者認定後で、以前勤めていた勤務先を離職後６ヶ月以内の出産で当健保組合に請求する
　場合には、離職時に加入していた健康保険（他健保組合、協会けんぽ等）から出産育児一児金
　を支給しない旨の証明書（給８－証明）を添付して下さい。

　　
３．注意事項

　（１）令和５年４月1日法改正に伴い、
　　＊出産日が令和５年４月1日以後、分娩医療機関が産科医療補償制度に加入し、医学的管理の下で
　　　 在胎週数２２週に達した日以後である場合、出産育児一時金は５０万円になります。

　　＊分娩医療機関が産科医療補償制度に加入し、医学的管理の下で在胎週数２２週未満等のとき、
　 　　または制度に未加入のときは、４８．８万円になります。

　（２）当健保組合の被保険者が資格喪失後６ヵ月以内の出産で、資格喪失後の給付を受けられる場合は、
　　 　出産育児一時金付加金（２０，０００円）の支給はありません。

　（３）乳幼児（子ども）医療制度の該当・非該当につきましては、給付13『公費負担医療費　該当・
　　　 非該当・取消届』の提出が必要となります。

　※乳幼児（子ども）医療費助成事業には、所得制限、年齢の範囲等がさまざまとなっており、
　　健保組合では把握することが出来ません。
　　被保険者の方からの届出をもって、該当しているかの判断をし、市区町村と調整を行っており
　　ますので、届出にご協力をお願いします。




